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本指針の策定趣旨 

この「愛知県新型コロナウイルス感染拡大予防対策指針」は、県民の皆様

の生命を守り、感染拡大の防止と社会経済活動の維持の両立を持続的に可

能とするため、感染症を巡る状況を的確に把握し、県や市町村、医療関係

者、専門家、県民や事業者が一丸となって、感染拡大予防対策をさらに進め

ていくため、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「法」という。）第２４

条第９項に基づき、県民及び事業者の皆様に協力を要請する事項など、今

後、講じるべき対策を、現時点で整理し、対策を実施するにあたっての指針

を定めたものです。 
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新型コロナウイルス感染症 

愛知県緊急事態宣言

全国及び愛知県の新型コロナウイルス感染症第二波の感染状況等

に鑑み、その拡大を防止するため、愛知県緊急事態宣言を発出する。 

新型コロナウイルス感染症の第二波は、東京等から大都市圏域へと拡大し、愛

知県においても、７月１５日に１６人の感染者を出して以降、急激に増加を続け、７

月３１日に過去最多の１９３人に達するなど極めて厳しい状況が続いている。 

７月以降の感染者の７０％は３０歳代以下で、９５％が軽症・無症状者となってい

るが、最近、４０代・５０代や中等症者が増加傾向を示しており、重症化しやすい高

齢者や基礎疾患のある方々への拡大を防止することが強く求められている。 

このため、愛知県では、県民の皆様の生命と健康を守ることを最優先に、医療・

検査体制に万全を期すとともに、７月２１日に「警戒領域」、７月２９日には「厳重警

戒」として、県民・事業者に対し、特に２０代・３０代の若い世代に不要不急の行動

自粛、事業者に感染拡大予防ガイドラインの遵守徹底、東京等への不要不急の移

動自粛を強く呼びかけてきた。 

また、８月２日には、「接待を伴う飲食店」等で多くのクラスターが発生し、感染が

拡大していることを踏まえ、三大都市圏で足並みを揃え、栄・錦地区にエリアを限

定し、営業時間短縮等を要請したところであるが、お盆休み期間を控え、緊急事態

宣言を発出し、不要不急の行動自粛や帰省の際の注意等を要請することとした。 

県民の皆様、医療関係者、市町村、団体、企業が一丸となり、オール愛知で第

二波の大きな波を乗り越えていくため、ご理解とご協力を強くお願いする。

１．対象区域  愛知県全域 

２．対象期間  ８月６日（木）から８月２４日（月）まで １９日間 

３．要請事項  別紙１ 「緊急事態宣言県民・事業者の皆様へのお

願い」に協力を 

２０２０年 ８月 ６日 

愛知県知事 大 村 秀 章 
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県民・事業者の皆様へのお願い 

① 不要不急の行動自粛・行動の変容 

○ お盆休み期間中は、不要不急の行動の自粛をお願いします。 

○ ２０代・３０代の若い世代の方々は、改めて、不要不急の行動の自粛と、

自覚を持った行動をお願いします。 

○ ５～６人以上の大人数での会食や宴会は自粛し、「三つの密」が生じ、

大声での会話等で飛沫が飛び交う場の利用は避けて下さい。 

○ 「感染しない、感染させない」を徹底して下さい。 

特に、重症化しやすい高齢者、妊婦、基礎疾患のある方々に配慮し、こ

れらの方々も、感染リスクの高い施設の利用を避けて下さい。 

○ 接触確認アプリＣＯＣＯＡを、県民・事業者の皆様、オール愛知で活用

し、検査の受診など保健所の早期サポートにつなげて下さい。

② 県をまたぐ不要不急の移動自粛 

○ お盆休みの期間中の帰省については、もう一度、家族と検討をお願い

します。体調が優れない場合は、帰省や旅行を控えて下さい。 

○帰省や旅行先でも、居住地や目的地の自治体が出す最新情報を確認し、

体調管理と基本的な感染防止対策の徹底をお願いします。

○ 東京を中心とする首都圏への不要不急の移動は自粛をお願いします。 

○ 感染が拡大している都市域への移動に際しては、自覚を持って適切な

行動をお願いします。 

③ 感染防止対策の徹底 

○ 全ての施設で、業種別の感染拡大予防ガイドラインや県の感染防止対

策リストを遵守し、感染防止対策の徹底を強くお願いします。 

○ 事業者は、「安全・安心宣言施設」ステッカーを掲示し、利用者に施設

の安全性と感染防止対策への協力を呼び掛けて下さい。 

○ 利用者は、ステッカー掲示施設など安全な施設を利用し、感染防止対

策の徹底に協力をお願いします。 

○ 名古屋市中区の栄・錦地区で、接待を伴う飲食店等に対し、営業時間

の短縮等を要請します。 

別紙１ 緊急事態宣言
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「厳重警戒」営業時間短縮・休業の要請 

県民・事業者の皆様へのメッセージ 

愛知県では、緊急事態宣言の解除以降、社会経済活動とのバランスを

とりながら、再度の感染防止に取り組んできましたが、７月１５日に感染者

数が１６人となり、５０人を超えた２１日には「警戒領域」、１００人を超えた翌

２９日には別紙により「厳重警戒」をお願いしたところです。 

しかし、昨日過去最多の１９３人に達するなど、極めて厳しい状況が続い

ているため、以下により、エリアを限定して、営業時間の短縮等を要請する

ことといたしました。 

県民・事業者の皆様には、第２波の大きな波が来たという心構えを持

ち、感染拡大の防止にご協力をいただきますよう強くお願いいたします。 

１．要請目的 

「接待を伴う飲食店」 「酒類の提供を行う飲食店」等で、多くのクラスタ

ーが発生し、感染が拡大しているため、東京都・大阪府・愛知県の三大

都市圏で足並みを揃え、エリアを限定して、「営業時間の短縮」等を要

請する。 

２．実施内容 

（１） 区域 ： 名古屋市中区の栄・錦地区 

（２） 期間 ： ８月５日（水）～８月２４日（月）の２０日間 

（３） 業種 ： 接待を伴う飲食店、酒類を提供する飲食店、カラオケ店 

（４） 要請内容 

○ 業種別ガイドラインを遵守する安全安心宣言施設ステッカー掲

示店には「営業時間の短縮（５時～２０時）」を要請 

○ 業種別ガイドラインを遵守していない店舗に対しては、「休業」を

要請

２０２０年 ８月 2 日 

愛知県知事 大 村 秀 章

別紙２
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愛知県緊急事態宣言の解除に際して 

県民・事業者の皆様へのメッセージ 

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた愛知県の取組み 

愛知県では、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向け、４月

１０日に県独自の「愛知県緊急事態宣言」を発出し、「緊急事態措

置」を定め、直ちに実施に移すとともに、４月１６日の国の「緊急事態

宣言」に基づく特定警戒都道府県への指定、５月４日には国の緊急

事態宣言が５月３１日まで延長されたことを受け、緊急事態宣言の

期間を５月３１日まで延長し、全力で感染防止対策に取り組んでま

いりました。 

この結果、新規感染者数は４月２５日に一人となって以降、大きく

減少傾向にあり、医療提供体制も十分に確保できており、５月１４日

には、国においても、法に基づく緊急事態宣言の対象区域から解除

されたところです。 

医療関係者の皆様には、昼夜を問わず最前線で献身的に対応を

いただくとともに、県民や事業者の皆様には、外出自粛や休業要請

などにご協力をいただき、全ての皆様に、心より感謝申し上げます。 

Ⅱ．社会経済活動の再開 

そうした中で、本県では、引き続き、感染防止対策の実施が必要

であるため、県独自の緊急事態宣言の期間とした５月３１日まで、緊

急事態措置を継続しつつ、段階的に社会経済活動のレベルを上げ

ていくため、学校については、１８日以降の分散登校日の設定や２５

日からの分散登校や時差登校などを実施しています。 

事業者の皆様への休業要請についても、徹底した感染防止対策

の実施を前提に、順次、緩和することとし、５月１５日にはクラスター

発生実績が無い施設を、５月１９日には、徹底した感染防止対策によ

り三つの密の回避が可能な施設を、さらに５月２２日には、クラスター

実績のある施設を除いた施設の休業要請を解除いたしました。 
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Ⅲ．愛知県緊急事態宣言等の解除

全国的にも、新規感染者数の減少等から、５月２１日に関西圏の２

府１県が、２５日は、残された首都圏１都３県と北海道の緊急事態宣

言が解除され、全ての都道府県で、感染拡大防止対策を講じつつ、

社会経済活動を再開するための取組が始まっています。 

本県では、５月１４日の国の宣言の対象区域の解除後も、感染状

況は、国が判断の目安としている新規感染者数を大きく下回り、減少

を続けています。 

これらの状況を総合的に勘案し、本県においても、「愛知県緊急

事態宣言」及び「愛知県緊急事態措置」を解除することといたします。 

Ⅳ．徹底した感染防止対策の実施を

一方で、断続的に新規感染者が発生するなど、感染症のリスクは、

依然として社会生活の場に存在していますので、今後も、社会経済

活動を持続的に両立させながら、再度の感染拡大を防止していくこ

とが不可欠であります。 

このため、引き続き、県民の皆様には、３つの密を避けるなど、「新

しい生活様式」の実践を、事業者の皆様には、個別施設ごとに、あら

ゆるリスクに備え、徹底した感染防止対策の実施をお願いします。 

県においても、感染状況と医療提供体制の確保の状況を、新規

感染者数、陽性率、入院患者数により監視を続け、判断基準となる

指標を超えるなど、感染の拡大が認められた場合には、迅速かつ的

確に規制による感染防止対策を講じてまいります。 

県民の皆様の生命と健康を守ることを、引き続き最優先課題とし、

一日でも早く、安心な日常生活と、活力ある社会経済活動を取り戻し

ていくため、県民の皆様、医療関係者、市町村、事業者の皆様と一

致協力し、一体となって、感染症の克服に取り組んでまいりますので、

引き続き、ご理解とご協力をいただきますようお願いいたします。

２０２０年 ５月２６日 

                    愛知県知事 大 村 秀 章
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(1)感染状況と医療提供状況等

昨年１２月に中国武漢市で確認された新型コロナウイルス感染症は、全世

界に拡大し、本県においても１月に中国人渡航者の感染が確認され、２月

以降、感染者の発生が続き、感染者数は２月２７人、３月１４９人、４月３０５

人（再感染者除く）となりました。 

医療面に関しては、感染が疑われる方々を保健所に設置した帰国者・接

触者相談センターで受け付け、受診が必要な方を帰国者・接触者外来へ

紹介し、陽性と判明した方には、感染症指定医療機関等で入院治療して

いただく体制により対応してきました。そうした中、４月上旬から患者数が急

速に増加するとともに、感染経路不明者も多く確認されたことを踏まえ、「愛

知方式」として、重症・中等症の方に医療を重点的に提供し、無症状・軽症

者の方には宿泊施設等で療養していただく体制を整備しました。 

また、県衛生研究所のＰＣＲ検査の機能強化等により、県全体の検査能力

の拡充を図るとともに、ＰＣＲ検査能力の拡充を検査件数の増加につなげ

るため、検査対象者の拡大を保健所等へ周知しました。さらに、検査を集

中的に行うＰＣＲ検査所を５月１５日に設置しました。 

４月下旬以降、感染者数は減少傾向となり、５月の感染者数は２４日までで

２１人（再感染者除く）、また、５月２４日現在、入院者は２５人となっています。 

１．これまでの経過  
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(2)愛知県独自の緊急事態宣言と緊急事態措置 

国は、新型コロナウイルス感染症の流行の早期終息に向け、３月１４日

に、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「法」という。）を改正す

るとともに、３月２６日に法第１５条第１項に基づく政府対策本部を設置し

ました。 

愛知県では、これに先立ち、１月３０日に、知事を本部長とする「愛知県

新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置し、庁内横断的な対策に着

手し、３月２６日の政府対策本部の設置を受け、同日、法第２２条第１項

に基づく対策本部として改組し対策の一層の強化を図ることとしました。 

また、全国規模での患者数の増加を受け、国は４月７日に、東京都、大

阪府を始め７都府県を対象として緊急事態宣言を発出、本県において

も、４月１０日に、県独自の「愛知県緊急事態宣言」を発出し、直ちに「緊

急事態措置」を定め、対策本部の下に特措法対策チームを始め８つの

個別チームを設置して体制の強化を図り、全県民の皆様の生命と健康

を守ることを最優先として、ありとあらゆる対策を実施することとしました。 

緊急事態措置では、感染症の早期収束には、徹底した人と人との接触

機会の低減が必要となることから、法第２４条第９項に基づき、県民及び

事業者の皆様に、外出の自粛と、「密閉」「密集」「密接」の“三つの密”を

避ける行動を要請するとともに、４月１３日には、それまでにクラスターが

発生していた繁華街の接待を伴う飲食店等への外出の自粛を強く呼び

かけています。 

また、４月１６日には、愛知県が国の緊急事態宣言に基づく「特定警戒都

道府県」に指定されたことを受け、感染のリスクが高く、感染拡大の原因

となる可能性が高い施設に対し、４月１７日から５月６日までの間、法第２

４条第９項に基づき、休業協力要請等をお願いするとともに、ご協力いた

だいた事業者の皆様に協力金を交付することとしました。 

さらに、４月２４日、大型連休を控え、週末に多くの人が集まる場での対

策として、スーパーマーケット等での買い物に際し、県民・事業者の皆様

に「あいちの買い物ルール」への協力を、公園を利用する際にも、少人

数で混雑を避け、人と人との距離をとることをお願いしました。 
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４月２８日には、特に、不要不急の帰省や旅行、県内外の移動の自粛を

お願いするメッセージを発出するとともに、翌日から５月６日まで、ＪＲ名

古屋駅の新幹線改札口において、来県者に不要不急の外出自粛を呼

びかける啓発活動と任意での検温を実施しています。 

また、営業を継続するパチンコ店に対し、４月２４日から、個別訪問による

協力要請を続けるとともに、４月２８日からは、法第４５条第２項に基づく

要請、第３項に基づく指示、第４項に基づく公表の手続きを講じ、５月２

日には全ての店舗で休業協力をいただきました。 

５月４日、国が緊急事態宣言の枠組みを５月３１日まで延長する旨を決

定したことを受け、愛知県としても、県独自の緊急事態宣言と緊急事態

措置の期間を同日まで延長し、医療提供体制の更なる強化に取り組む

とともに、県民の皆様の生活や企業等の経済活動への影響を最小限に

抑える取組に万全を期すこととし、県民・事業者の皆様にも引き続き協力

をいただくようメッセージを発出しています。 

これらの取組の結果、新規感染者数が４月２５日に一人となって以降、大

きく減少傾向にあり、医療提供体制も十分に確保することができているた

め、５月１４日には、国の緊急事態宣言が解除されています。 

しかし、引き続き、感染防止対策の実施が必要であるため、県独自の緊

急事態宣言の期間とした５月３１日まで、緊急事態措置を継続しつつ、

段階的に社会経済活動のレベルを上げていくため、学校については１８

日以降の分散登校日の設定や、２５日からの分散登校や時差登校を実

施する他、事業者の皆様への休業要請についても順次、緩和することと

しました。 

休業要請の緩和に際しては、クラスター発生の有無など感染リスクに即

して、施設を三つに区分し、徹底した感染防止対策の実施を前提に、順

次、休業要請を緩和することとしています。 

５月１５日には、区分Ⅰ：クラスターの発生実績が無く、かつ県民の健康

的な生活に資する施設、及び区分Ⅱ：クラスターの発生実績が無い施設

を緩和、５月１９日には、区分Ⅲのうち、クラスター発生実績が無い、水泳

場、ボウリング場及び床面積 1,000 ㎡以上のホテル・旅館（集会の用に

供する部分）、５月２２日には、区分Ⅲのうち、クラスター発生実績のある
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施設を除いた施設を除いた、遊興施設、運動・遊技施設について緩和

を行っています。 

感染状況は、国が感染状況の判断の目安としている「１０万人あたりの直

近１週間の累積報告数・０．５人」に対し、５月１１日に１／５の０．１人を、

５月１５日の緩和開始以降も、２１日に１／１０の０．０５人を下回るなど、減

少を続け、落ち着いた状況が続いています。 

全国的にも、５月２１日に大阪府・京都府・兵庫県、５月２５日には、残さ

れた首都圏１都３県と北海道の緊急事態宣言が解除され、全ての都道

府県で、感染拡大の防止を維持しながら、社会経済活動を再開するた

めの取組が始まりました。 

本県においても、これらの状況を総合的に判断し、５月２６日、「愛知県

緊急事態宣言」及び「愛知県緊急事態措置」を解除することとしました。 

▼愛知県の１０万人あたりの累積報告数の推移 
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3月 14日 （日） 新型インフルエンザ等対策特別措置法改正

26日 （木） 政府対策本部設置

愛知県新型コロナウイルス感染症対策本部設置

4月 7日 （火） 国・7都府県に緊急事態宣言
10日 （金） 愛知県緊急事態宣言・緊急事態措置決定

13日 （月） 繁華街の接待を伴う飲食店への自粛要請

16日 （木） 国・愛知県を含む13都道府県に緊急事態宣言
17日 （金） 法第24条第9項に基づく休業協力要請
24日 （金） あいちの買い物ルール・公園利用のお願い

営業継続中のパチンコ店に訪問要請

28日 （火） 大型連休を控えて外出自粛のメッセージ

法第45条第2項の要請・事前通知
29日 （水） ＪＲ名古屋駅新幹線改札口で啓発・検温活動

30日 （木） 法第45条第2項の要請・第3項の公表
5月 1日 （金） 法第45条第3項の指示・事前通知

4日 （月） 国・緊急事態宣言を5月31日まで延長
愛知県緊急事態宣言を5月31日まで延長

14日 （木） 国の緊急事態宣言の対象区域から解除

15日 （金） 施設区分Ⅰ・Ⅱの休業要請緩和

19日 （火） 施設区分Ⅲの一部の休業要請緩和

21日 （木） 関西圏2府1県の緊急事態宣言解除
22日 （金） 施設区分Ⅲのクラスタ実績のある施設を除き休業要請緩和

25日 （月） 首都圏1都3県・北海道の緊急事態宣言解除
26日 （火） 愛知県緊急事態宣言・緊急事態措置解除

愛知県新型コロナウイルス感染拡大予防対策指針

▼これまでに実施した緊急事態措置の経過 
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（１）感染状況等の監視 

新規感染者数、陽性率、入院患者数を指標として速やかに把握し、設定し

た基準値を超えるなど、感染の拡大が認められた場合には迅速かつ的確

に感染防止対策を講じます。 

（２）県民・事業者の皆様へのお願い 

県民の皆様には、「三つの密」を徹底的に避け、基本的な感染対策の継続

など「新しい生活様式」の実践を、事業者の皆様には、営業の継続・再開に

際して、徹底した感染防止対策の実施をお願いいたします。 

（３）医療面での対策 

新型コロナウイルス感染症に対応する医療体制「愛知方式」により、重点医

療機関等に入院の必要な中等症の患者を集中的に受け入れるとともに、

重症者に対しては、高度医療を提供できる治療体制を確保し、軽症者や

症状がない患者については、宿泊施設等での安静・療養を原則とすること

で、医療崩壊を防ぎます。 

患者受け入れ等の医療提供体制の強化、検査能力の拡充、相談体制の

整備や情報提供など、県民の皆様の生命と健康を守る取り組みを引き続き

進めます。 

（４）学校・教育 

教育活動の再開に向けた準備や再開後の新型コロナウイルス感染症対策

を適切に行います。 

限られた期間の中で、学習の遅れを取り戻すため、児童生徒が家庭等で

質の高い学習コンテンツを利用できるよう、県立学校の児童生徒を対象に、

民間のオンライン学習支援サービスを導入します。 

（５）経済対策 

県民の生活や企業等の経済活動への影響を最小限に抑えるため、県独自

に、あるいは国の緊急経済対策に呼応して、県内市町村とも緊密な連携を

図りながら取組を推進することにより、現下の厳しい経済状況を克服し、活

力ある社会経済活動を取り戻します。 

２．対策の基本指針 
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（１） 感染状況等の監視 

愛知県では、感染の状況や医療提供体制の状況を慎重に分析、検証し、

医療提供体制をしっかりと確保しながら、社会経済活動とのバランスをとる

方法をとってきました。 

この取組により、一貫して、県民の皆様の生命を守るための医療提供体制

を十分に確保することができ、国の緊急事態宣言の解除後は、感染防止

対策を維持しつつ、休業要請の緩和など、段階的に社会経済活動のレベ

ルをあげてきています。 

特に首都圏や関西圏を中心に、全国的に再び新規感染者数の増加がみ

られ、名古屋市の繁華街で７月に入り感染が拡大しており、今後も、感染症

の拡大防止対策と社会経済活動の維持を両立させ、機動的に対応を進め

ていくことが求められています。 

このため、感染状況については、過去７日間における平均の新規感染者数

や検査者数に占める陽性者の割合（陽性率）、医療提供体制の状況につ

いては、過去７日間における平均入院患者数に参考項目として平均重症

入院患者数を加え、常に定量的に分析、検証を継続して実施するとともに、

判断基準となる指標を設け、注意・警戒情報の発出や、規制の実施など、

迅速かつ適切に対応を進めてまいります。 

３．個別対策ごとの実施方針 

判断基準となる指標とは 
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（２）県民・事業者の皆様へのお願い 

「新しい生活様式」の定着や、一定期間を設けての段階的な緩和などにつ

いては、５月２５日に国から示された新たな「基本的対処方針」を踏まえ、以

下のとおり対応してまいりますので、ご協力をお願いします。 

１） 「新しい生活様式」の定着 

今後、持続的な対策が必要になると見込まれることを踏まえ、「三つの密」

の回避や、「人と人との距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛

生」をはじめとした基本的な感染対策の継続など、感染拡大を予防する

「新しい生活様式」を実践し、日常生活の中に定着していただくようお願い

します。 

具体的には、国の専門家会議の資料１「人との接触を８割減らす１０のポイ

ント」や、資料２「新しい生活様式の実践例」で示されている様々な対策を、

一人ひとりの日常生活や職場の様々な場面に取り入れていただくようお願

いします。 

また、多くの人が集まる場で感染防止対策としてお願いした、資料３「あい

ちの買い物ルール」や「公園利用のお願い」についても、新しい生活様式

の一部として、実践を続けていただくようお願いします。 

感染拡大防止対策の一環として国が普及を進めている新型コロナウイル

ス接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）を活用し、陽性者と接触した可能性につい

て通知を受け、検査の受診など保健所のサポートを早く受けることに役立

てていただくようお願いします。 

２） 一定の期間を設けて段階的に緩和 

「新しい生活様式」が社会経済全体に定着するまで、一定の期間を設ける

こととし、概ね３週間ごとに、感染状況や感染拡大リスク等について評価を

行いながら、種々の活動を段階的に緩和します。 

①段階＝これからの３週間程度（       ～6月 18日（木）迄）
②段階＝その後の３週間程度 （6月 19日（金）～7月 9日（木）迄）
③段階＝その後の３週間程度 （7月 10日（金）～7月 31日（金）迄）
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３）都道府県をまたぐ移動 

不要不急の帰省や旅行など、都道府県をまたぐ移動は、資料４のとおり、

５月末までは、感染拡大防止の観点から避けるようお願いします。 

その後、①段階では、５月２５日の緊急事態宣言解除の際に特定警戒都

道府県であった首都圏１都３県及び北海道との間の移動は、慎重に対応

していただくようお願いします。 

また、観光振興の観点からの移動については、①段階でまずは県内観光

の振興から取り組むこととし、その状況を踏まえつつ、②段階から県外か

らの積極的な呼び込みを実施することといたします。 

社会経済圏が深く重なり合っている愛知・岐阜・三重の東海３県において

は、観光を含めた人の移動を６月１日から緩和します。 

４）クラスター発生実績のある施設の利用 

これまでにクラスターが発生しているような施設として５月２２日付けで「休

業協力要請を継続する施設」として発表した施設（資料５）の利用は、５月

末まで、感染拡大防止の観点から避けるようお願いします。 

その後、全国的に作成が進められている業種ごとの「感染拡大予防ガイド

ライン」（資料８）及び愛知県として作成した「感染防止対策リスト」（資料９）

等が実践されるなど、感染防止対策の徹底により、一定の安全性を確保

することを前提に、①段階の６月１日から緩和することとします。 

感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合、さら

に業種別に策定された感染拡大予防ガイドラインに基づく対応が実践さ

れていない施設については、国と連携して、施設の使用制限等を含めて、

県民・事業者の皆様に必要な協力の要請等を行います。 

５）催物（イベント等）の開催 

催物等の開催に対する中止又は延期要請等は、「新しい生活様式」や、

業種ごとに策定されるガイドラインに基づく感染防止対策が講じられること

を前提に、①～③の概ね３週間ごとに、感染状況や感染拡大リスク等を評

価しながら、資料６「イベント開催制限の段階的緩和の目安」のとおり、段

階的に規模要件（人数上限）を緩和します。 

イベント開催の可否を判断するに当たっては、６月１８日までの間は、以下
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を目安としていただくとともに、適切な感染防止対策の（入退場時の制限

や誘導、待合場所等における密集の回避、手指の消毒、マスクの着用、

室内の換気、出演者の発生等を伴う催物にあっては客席との十分な距離

の確保、声援に係る感染防止等）の実施をお願いします。 

○ 屋内であれば１００人以下、かつ収容定員の半分程度以内の参加人

数にすること。 

○ 屋外であれば、２００人以下、かつ人と人との距離を十分に確保できる

こと（できるだけ、２ｍ） 

また、イベントそのものが、リスクの低い場所で行われたとしても、イベント

の前後や休憩時間などの交流の場で感染拡大のリスクを高める可能性が

あることを踏まえ、交流等を極力控えるようお願いします。 

イベントに係る人数、収容定員に係る人数割合及び人と人との距離に係

る要件については、段階ごとに次に掲げる数値を上限として、段階的に緩

和することとします。 

②段階 【６月１９日～７月９日】 

屋内・屋外ともに 1,000 人以下 

   ③段階 【７月 10 日～８月末】 

8月以降のイベント開催については､収容率の制限（屋内は50%以内、

屋外は十分な間隔（できるだけ２ｍ）を維持する一方、人数上限

（5,000 人）を撤廃することとしてきましたが、5,000 人超の大規模イベ

ントを開催することに伴い、全国的な移動による感染リスクの拡散、イ

ベント前後の交通機関における三密の発生等により、感染リスクが拡

大する可能性があることを踏まえ、現状の感染状況等に鑑み、８月末

までは７月 10 日以降の開催制限を維持します。 

屋内・屋外ともに 5,000 人以下 

※ 上記人数要件に加え、屋内にあっては収容定員の半分程度以内の

参加人数にすることとし、屋外にあっては、人と人との距離を十分に確

保できることとする（できるだけ２ｍ）。 

 注） 上記の人数は、主催者と参加者のいる場所が明確に分かれている場合

（例：プロスポーツイベントの選手と観客等）には参加者数のみを計上すること
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とし、主催者と参加者のいる場所が明確に分かれていない場合（例：展示会

の主催者と来場者等）には両者を合計した数とします。 

主催者においては、催物の態様（屋内か屋外か、全国的か地域的か等）

や種別（コンサート、展示会、スポーツの試合や大会、お祭りなどの行事

等）に応じて、開催の要件や講じるべき感染防止対策に十分に配慮して

いただくようお願いします。 

なお、全国的な人の移動を伴うような大規模イベント（スポーツの試合等）

は、段階的な緩和を図っていく中で、②段階から、まずは無観客での開

催を求めることといたします。（③段階以降は、上記の人数、収容定員に

係る人数割合及び人と人との距離を十分に確保できる要件とする。） 

全国的な人の移動を伴うイベントを開催することが想定される施設、又は

収容人数が2,000人を超えるような施設（収容率50％で 1,000人超）の施

設管理者に対して、全国的なイベント又はイベント参加者が 1,000 人を超

えるようなイベントの開催を予定する場合には、そのイベントの開催要件

等について、県に事前に相談いただくようお願いします。なお、イベントの

開催要件等について実際に相談する主体は、施設管理者又はそれぞれ

のイベントの主催者とします。 

上記の移行期間で、各段階の一定規模以上の催物、全国的又は広域的

な人の移動が見込まれるものや参加者の把握が困難なもの等、リスクへの

対応が整わない場合は、中止又は延期するよう、主催者に対し、慎重な対

応を求めます。 

地域で行われる盆踊り等、全国的又は広域的な人の移動が見込まれない

行事であって参加者がおおよそ把握できるものについては、６月19日以降

は人数制限はありませんが、イベントの主催者には、引き続き以下の取組

をお願いします。 

-1. 適切な感染防止策を講じること
・発熱や感冒症状のある者の参加自粛

・三密回避

・十分な間隔の確保（１ｍ）

・行事の前後における三密の生ずる交流の自粛

・手指の消毒
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・マスクの着用 等

-2. イベント参加者に接触確認アプリの活用を促すこと。 
-3. イベント参加者の連絡先等の把握を徹底すること。
催物等の開催にあたっては、その規模に関わらず、主催者において、「三

つの密」が発生しない席配置や人と人との距離の確保、催物の開催中や

前後の選手、出演者や参加者等の主催者による行動管理等、基本的な

感染防止対策を講じていただきますようお願いします。 

また、参加者名簿等を作成して連絡先等を把握しておくことや、接触確認

アプリの活用等をお願いいたします。 

感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合は、国

と連携して、催物等の無観客化、中止又は延期等を含めて、速やかに主

催者に対し、必要な協力の要請等を行います。 

６）事業者へのお願い等 

事業者の皆様には、引き続き、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転

車通勤等、人との接触を低減する取組をお願いします。 

職場や店舗等において、業種ごとの「感染拡大予防ガイドライン」及び県

が作成した「感染防止対策リスト」を活用し、徹底した感染防止対策を実

施していただくようお願いします。 

また、県に、感染防止対策として取り組む項目を「安全・安心宣言施設」と

して届け出ていただくとともに、県から電子データで提供するＰＲステッカ

ー・ポスターを掲示することで、利用者への施設の安全性と対策への協力

を周知するようお願いします。 

県は、感染拡大防止と社会経済活動の維持の両立をめざすため、新型コ

ロナウイルス感染防止対策に取り組む施設に本県独自のＰＲステッカー・

ポスターを提供し、「安全・安心宣言施設」として応援します。 

７）第２波への対応 

首都圏や関西圏を中心に、再び新型コロナウイルス感染症の新規感染者

の増加が見られ、愛知県においても、７月中旬以降、連日、多数の感染

者が発生している状況にあることから、市町村、団体、企業が一丸となっ

て第二波の克服に向けた取組を強力にすすめていただくため、お盆休み
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を控え、緊急事態宣言を発出し、不要不急の行動自粛・行動の変容、県

をまたぐ不要不急の移動自粛、感染防止対策の徹底を要請します。 

○区域：愛知県全域 

○期間：８月６日（木）～８月２４日（月）の１９日間 

○県民・事業者の皆様にお願いする事項： 

-1.不要不急の行動自粛・行動の変容
・お盆休み期間中は、不要不急の行動の自粛をお願いします。 

・２０代・３０代の若い世代の方々は、改めて、不要不急の行動の

自粛と、自覚を持った行動をお願いします。 

・５～６人以上の大人数での会食や宴会は自粛し、「三つの密」が

生じ、大声での会話等で飛沫が飛び交う場の利用は避けて下さ

い。 

・「感染しない、感染させない」を徹底して下さい。 

特に、重症化しやすい高齢者、妊婦、基礎疾患のある方々に配

慮し、これらの方々も、感染リスクの高い施設の利用を避けて下さ

い。 

・接触確認アプリＣＯＣＯＡを、県民・事業者の皆様、オール愛知で

活用し、検査の受診など保健所の早期サポートにつなげて下さい。

-2.県をまたぐ不要不急の移動自粛
・お盆休みの期間中の帰省については、もう一度、家族と検討をお

願いします。体調が優れない場合は、帰省や旅行を控えて下さい。 

・帰省や旅行先でも、居住地や目的地の自治体が出す最新情報を

確認し、体調管理と基本的な感染防止対策の徹底をお願いしま

す。

・東京を中心とする首都圏への不要不急の移動は自粛をお願いし

ます。 

・感染が拡大している都市域への移動に際しては、自覚を持って適

切な行動をお願いします。 

-3.感染防止対策の徹底
・全ての施設で、業種別の感染拡大予防ガイドラインや県の感染防

止対策リストを遵守し、感染防止対策の徹底を強くお願いします。 

・事業者は、「安全・安心宣言施設」ステッカーを掲示し、利用者に

施設の安全性と感染防止対策への協力を呼び掛けて下さい。 

・利用者は、ステッカー掲示施設など安全な施設を利用し、感染防
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止対策の徹底に協力をお願いします。

特に名古屋市内の繁華街においては、７月に入りクラスターが発生してい

る状況にあることから、栄・錦地区のエリアを限定して、「接待を伴う飲食店」

や「酒類の提供を行う飲食店」等に対し、営業時間の短縮等を要請します。 

○区域：名古屋市中区の栄・錦地区 

○期間：８月５日（水）～８月２４日（月）の２０日間 

○業種：接待を伴う飲食店、酒類を提供する飲食店、カラオケ店 

○要請内容： 

業種別ガイドラインを遵守する安全・安心宣言施設ステッカー掲示店

には「営業時間の短縮（５時～２０時）」を要請 

業種別ガイドラインを遵守していない店舗に対しては、「休業」を要請 

また、各業界団体等が作成した感染拡大予防ガイドラインを遵守し、「愛

知県安全・安心宣言施設」の届け出を行い、県の要請に応じて営業時間

の短縮を実施する事業者については、名古屋市と共同で感染防止対策

協力金を交付します。 

（３） 医療面での対策 

① 医療提供体制の維持・強化 

本県では、これまで、医療関係者の皆様の献身的なご尽力により、医

療崩壊を起こすことなく新型コロナウイルス感染症患者に対して必要な

医療を提供できています。引き続き、現行の医療提供体制のレベルを

維持するとともに、今後の感染拡大に備え、更なる強化に取り組んでい

きます。 

○ 入院病床は感染症指定医療機関（１２病院７２床）、その他協力医

療機関（58 病院 694 床）を合わせ、合計７０病院 766 床を確保。 

○ 重点医療機関は 29 病院、疑い患者受入協力医療機関は 34 病院

を確保し、専門的治療を有する受入医療機関は、がん患者２５病院、

透析患者１9病院、妊産婦 19 病院、小児患者１７病院を確保。 

○ 軽症等の療養を行う宿泊施設は、１，３００室を確保。 

○ 今後の感染拡大に備え、新型コロナウイルス感染症専門病院の設

置を計画中。 
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② 検査体制の維持・強化 

新型コロナウイルス感染症が疑われる方を速やかに検査し、適切な医

療に結び付けるために、愛知県衛生研究所を始め、保健所設置市、民

間検査機関及び医療機関における PCR検査能力の拡充を図ります。 

地域の診療所等で診察を受け、PCR 検査が必要と判断される方の需

要増大に備えるとともに、帰国者・接触者外来の負担軽減のために、ド

ライブスルー方式等の PCR検査所を設置します。 

○ ５月１５日 瀬戸保健所豊明保健分室に開設 

○ ５月２１日 名古屋市及び豊橋市において開設 

○ 今後、県内各地域において状況に応じた増設を検討中 

迅速抗原検査キットについては、早期診断や院内感染対策などでの有

効性が期待できることから、PCR 検査と併せて、役割分担しながら、広

く実施していく必要があります。 

抗体検査キットについては、感染率（既感染）の把握に有用と考えられ

るため、国の性能評価の結果等により精度を確認しながら、広く実施で

きるよう検討していく必要があります。 

③ 医療資機材の調達 

入院協力医療機関が整備する人工呼吸器、簡易陰圧装置、体外式膜

型人工肺（ＥＣＭＯ）などの設備や医療従事者が着用するマスク、防護

服、手袋など個人防護具の資材購入費用に対して補助を行います。 

帰国者・接触者外来設置医療機関が整備する HEPA フィルター付空気

5/10
時点

5/12 5月末 6月末
7月末
見込み

10月末
見込み

300 638 905 1,374 1,472 1,963

120 120 280 320 320 480

140 140 140 180 220 468

40 40 105 135 135 135

338 380 739 797 880 医療機関

民間検査機関

　県　　全　　体

 県衛生研究所

保健所設置市
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清浄機、HEPA フィルター付パーティションや医療従事者が着用するマ

スク、防護服、手袋など個人防護具の資材購入費用に対して補助を行

います。 

県がマスク、防護服、手袋等を購入し、保健所を通じて各医療機関に配

布します。 

④ さらなる対策 

厳しい環境に置かれる医療従事者や医療機関等を支援し、県内の医療

提供体制を支えます。 

   ○ 県独自の「愛知県医療従事者応援金」の交付 

   ○ 資金繰りが悪化している第 2 次救急医療を担う病院を運営する医

療法人に対する「新型コロナウイルス感染症対策民間病院経営維持

資金貸付金」による無利子・無担保の融資 

   ○ 医療機関等における院内感染防止対策や診療体制の確保のため

の補助金の交付 

（４） 学校・教育 

① 学校における教育活動の再開に向けた準備・再開後の感染症対策 

５月２０日に通知した「教育活動の再開に向けたガイドライン」に基づき、

県立学校において、教育活動の再開に向けた準備や再開後の新型コロ

ナウイルス感染症対策を適切に行います。 

 〔参考〕 

○ ５月２２日付け文部科学省事務連絡「学校における新型コロナウ

イルス感染症に関する衛生管理マニュアル～『学校の新しい生活

様式』～について」を周知しました。 

７月３日に通知した「教育活動の実施等に関するガイドラインについて」に

基づき、県立学校において、教育活動や新型コロナウイルス感染症対策

を適切に行います。

② 児童生徒のオンライン学習の支援 

県立学校については、５月２５日から段階的に再開し、市町村立学校や
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私立学校においても、それぞれ段階的な再開が図られたところです。 

県立学校のオンライン学習環境を整備するため、インターネット回線を増

強するとともに、児童生徒用のタブレット端末や教員用のモバイルルータ

ーを順次配備します。 

学校再開後は限られた期間の中で授業を行う必要があり、これまでの学

習の遅れを取り戻すためには、学校だけでなく、家庭における学習内容

の予習・復習によって学力定着を図ることが重要です。そのため、児童生

徒が家庭等で質の高い学習コンテンツを利用でき、教員が各児童生徒

の学習の進捗状況を把握できるよう、県立学校の児童生徒を対象に、民

間のオンライン学習支援サービスを導入し、６月から利用を開始しました。  

③  さらなる対策 

 学校再開後の教育活動の円滑な実施に向けた対策を展開します。 

○ 感染防止のための特別支援学校スクールバスの増車 

○ 高等学校等奨学給付金における支給対象者の拡大  

○ 県立学校等における消毒液・マスクなど衛生用品の確保、国公私立

幼稚園における消毒液・マスクなど衛生用品の確保に対する支援 

○ 部活動全国大会の代替大会の開催支援 
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○ 夏季休業期間等の授業実施や、３密を避ける環境づくりに伴う非

常勤講師や学習指導員の配置 

○ 学校給食事業者に対する支援 

○ 夏季休業期間中の授業に使用する教室等へ空調環境を整備 

○ 感染症対策等の補助的な業務を担うスクール・サポート・スタッフ

の市町村への配置を支援 

○ 徹底した感染症対策の実施に伴う県立学校教育活動再開事業

の実施 

○ オンライン学習を活用している低所得世帯の高校生等に奨学給

付金（1 人あたり 1 万円）を支給

（５） 経済対策 

① 事業者に対する支援 

国制度を活用した実質無利子、無担保、保証料ゼロの融資制度「感染

症対応資金」により、一段と業況が悪化する中小・小規模事業者の借

換や長期資金のニーズに対応します。 

また、事業が正常化するまでの当座資金として、また、雇用調整助成金

等が給付されるまでのつなぎ資金として、実質無利子、無担保、保証料

ゼロの融資制度「緊急小口つなぎ資金」により、中小・小規模事業者の

資金繰り支援を拡充します。 

無担保、かつ延滞金なしで、１年間、県税の徴収を猶予する特例措置

を創設し、収入が大幅に減少した事業者等の負担を軽減します。 

農業、林業、漁業、製造業、飲食業、小売業など幅広い業種で活用で

きる持続化給付金について、きめ細かな相談対応を実施するとともに、

中小企業が支給する休業手当を助成する雇用調整助成金について、

あいち労働総合支援フロア「労働相談コーナー」や県民事務所等産業

労働課における労働相談、県 Web ページ、メールマガジン等を通じて

周知します。 

国と県が利子補給を行い、当初５年間実質無利子・無担保・無保証料

で借り入れできる農業近代化資金及び漁業近代化資金について、融

資枠を拡大し、農林水産事業者等を支援します。 
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イベントや冠婚葬祭の自粛等により需要が低迷している｢花き｣や大葉

等の｢つまもの｣について、新たな利活用に取り組む農業者を支援しました。

価格の下落や販売量の減少が顕著である県産牛肉・名古屋コーチン

を学校給食に提供し、児童生徒を応援するとともに、県内畜産農家及

び食肉事業者を支援します。 

外国人技能実習生が入国できないことによる人手不足の解消を図るた

め、県立農業大学校において農業研修を実施します。 

通販サイトを活用して県産農林水産物等の販路拡大を支援します。 

輸出先国の市場変化に対応するため、食品製造事業者等が行う施設

等整備に対して支援します。 

インバウンド需要を回復させるため、外食事業者が行う衛生管理の徹

底・改善を図る施設等整備に対して支援します。 

花の生産、流通団体と一体となり、空港、駅、庁舎等公共施設等にお

いて花きの活用を拡大する取組を支援します。 

低迷する魚価を下支えするために増やしている休漁日を活用して漁場

清掃活動に取り組む漁業者を支援します。 

漁業者の資金繰り支援のため、債務整理の資金と運転資金について

県が利子補給を実施します。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、活動の場が減少したアー

ティストや文化芸術団体等の活動を支援します。

感染拡大防止と社会経済活動の維持の両立をめざすため、新型コロナ

ウイルス感染防止対策に取り組む施設に本県独自のＰＲステッカー・ポ

スターを提供し、「安全・安心宣言施設」として応援します。 

② 家計に対する支援 

新型コロナウイルス感染症の影響による休業や失業により、収入が減少し

た世帯に対して、生活福祉資金貸付制度の拡充により、生活費用を支援

するとともに、住居確保給付金の支給対象を拡大し、離職や廃業と同程

度の状況になり、住居を失った又は住居を失うおそれのある世帯に対し、

期間を定めて家賃相当額を支援します。 

新型コロナウイルス感染症の影響による解雇等により、住まいの確保が困
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難となった方に県営住宅を提供します。 

③ さらなる対策 

感染症拡大が収束した後を見据え、国の取組と足並みを揃えながら、経

済回復への支援策を展開します。 

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大が収束した後の官民一体型の消

費喚起キャンペーンの実施など、観光・運輸業、飲食業、イベント・

エンターテインメント事業等に対する支援 

○ スマート農業の導入・実証などを通じた農林水産業への支援 

○ 文化芸術、スポーツ活動の事業継続に係る支援 

○ 生産拠点の国内回帰や多元化等を通じたサプライチェーン改革 

○ 海外展開企業の事業の円滑化 

○ テレワークや遠隔教育など、リモート化等によるデジタル・トランスフ

ォーメーションの加速 

○ 介護サービス分野及び障害福祉サービス分野における感染症対

策の推進 

○ 県独自の「民間児童福祉施設等職員応援金」の交付 

○ 児童福祉施設等の感染症対策の推進 

（６） その他の取組

① 防災対策における感染防止対策 ～避難所の感染防止対策 

新型コロナウイルス感染症が発生する状況のなか、大雨や地震などの

自然災害が発生し、市町村が避難所を開設する場合には、県民の皆

様が安心して避難できるよう避難所における感染症対策を進めます。 

各市町村では、県から提供した「避難所における新型コロナウイルス感

染拡大予防ガイドライン」（資料１０）等を活用し、避難所を開設する際

のゾーニング、避難者の健康管理や感染症が疑われる避難者が生じた

場合の対応など、適切な対策の実施に努めます。 

県は、避難所の運営にあたる市町村職員を対象とした感染防止対策研

修を実施するとともに、それぞれの地域への普及を進めるため市町村

の避難所運営訓練を支援します。 
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また、安全な親戚・知人宅に避難するなど、避難所が密にならないよう

な避難行動を推奨するとともに県民の皆様に周知します。 

-1. より多くの避難所の確保
○ 通常の災害発生時よりも可能な限り多くの避難所を確保するため、ホ

テル、研修施設などの新たな避難先の確保を進めます。 

-2. 避難所での健康状態の把握
○ 避難所の受付では、発熱や咳などの兆候・症状の有無について聞き

取りを実施し、兆候・症状が疑われる方は専用のスペースを設けます。 

○ 避難生活開始後も定期的に健康状態を確認します。 

-3. 専用スペースの確保
○ 感染症が疑われる方のために、避難所とは別の建物や避難所内の個

室を確保し、一般の避難者とはゾーンや動線を区別した対応を実施し

ます。 

-4. 手洗い、咳エチケットなどの基本的な対策の徹底と衛生環境の確保
○ 避難所全てのスタッフと避難者が手洗いなどの適切な感染対策を行う

ことで、感染を減らすことができるため、マスクの着用などの咳エチケッ

トと併せた基本的な感染症対策を徹底します。 

○ 炊事場やトイレなど共同で使用するような箇所は定期的に清掃するな

ど、衛生環境を確保します。 

-5. マスクなどの感染症資機材の備蓄
○ マスクや消毒薬など、必要な感染症資機材について備蓄を進めます。 

【 県民の皆様への避難行動のお願い 】 

○ 市町村が発行するハザードマップで自宅の災害リスクを確認し、事前

に避難先を家族で話し合っておきましょう。 

○ 安全な避難先として、自宅に留まることや親戚・知人宅に避難すること

も検討してください。 

○ 避難する際には、マスク、消毒薬、体温計などをできるだけ携行してく

ださい。
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② 県民・事業者の皆様への情報提供 

本部長である知事から、感染状況や医療提供体制の確保の状況、県と

して講じる新たな取組などについて、メッセージや情報を発信し、県民

や事業者の皆様に広く理解と協力を求めます。 

また、Webページや SNS など、あらゆる媒体を活用して、県民の皆様の

生活や事業者の皆様の社会経済活動に役立てていただくことができる

よう、広く周知に努めます。 

さらに、県民や事業者等の疑問や不安に対して、「愛知県・市町村新型

コロナウイルス感染症対策協力金」の申請期間中は、「県民相談窓口

（コールセンター）」において、ワンストップで対応を続けていきます。 

③  県の実施体制及び国・市町村等との連携 

本県の感染症対策を着実に進めるため新設した感染症対策局を中心に、

全庁横断的な体制を維持するとともに、対策の実施に際しては、医療・

福祉関係者や専門家、国や隣接県、県内市町村など関係機関や諸団

体と緊密に連携・協力し、迅速かつ的確に対応を進めていきます。 
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参考資料 

資料 1 人の接触を８割減らす１０のポイント

資料 2 新しい生活様式の実践例

資料 3 あいちの買い物ルールと公園利用のお願い

資料 4 都道府県をまたぐ移動の段階的緩和の目安

資料 5 これまでにクラスターが発生した主な施設類型

資料 6 イベント開催制限の段階的緩和の目安

資料 7 緩和施設で講じるべき感染防止対策

資料 8 業種ごとの感染拡大予防ガイドライン一覧
資料 9 感染防止対策リスト 
資料 10 避難所における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン
資料 11 営業時間短縮・休業の要請の概要

資料 12 緊急事態宣言
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資料１ 
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資料２ 
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① 少人数              ～できるだけ一人又は必要最小限の家族のみで 

② 短時間              ～買い物メモを準備し滞在時間を短縮する 

③ 咳エチケット等の徹底  ～必ずマスク着用・手洗い・入店前後の消毒を 

④ 混雑時を避ける       ～すいている時間に、人との距離をあけて 

⑤ 買いだめや買い急ぎはしない ～必要な分だけ買うように 

⑥ 毎日の利用はしない        ～２～３日に１回の計画的な利用を 

あいちの「買い物ルール」 

「県民の皆様」へ 

「スーパー等事業者の皆様」へ 

① 混雑時の入場制限    ～買い物かごコントロール等 

② 人と人との距離の確保 ～入店・会計待ち時のテープ等による間隔明示等 

③ 共用部の消毒・手指衛生 ～扉や手すりなどの消毒等 

④ レジ前のパーティション   ～ビニールシートの活用等 

○ 「開店から１時間程度」を、高齢者、障害者、妊婦、ヘルプマークの皆様

が、安全に、安心して買い物をすることができる時間としていただけるよ

う、事業者の皆様・利用客の皆様にご協力をお願いします。 

高齢者・障害者などへの配慮を

① 少人数        散歩やジョギングなども、少人数で     

② 混雑を避ける    すいている時間、すいている場所を選んで    

③ 人と人との距離を適切にとる 

公園を利用される「県民の皆様」へ 

資料３ 
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※ 愛知・岐阜・三重の東海３県においては、社会経済圏が深く重なり合っていることから、

３県間における観光を含めた人の移動を６月１日から緩和する。 

都道府県をまたぐ移動の段階的緩和の目安 

資料４ 
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資料５～参考 

パブ（接待を伴うもの）

バー（接待を伴うもの）

ダーツバー（接待を伴うもの）

キャバレー

ナイトクラブ

ライブハウス

カラオケボックス

スナック

個室付浴場業に係る公衆浴場

デリヘル

ヌードスタジオ

のぞき劇場

ストリップ劇場

スポーツジム
運動施設

休業協力要請を
継続する施設

種類

遊興施設

資料５ 

５月２２日付けで「休業協力要請を継続する施設」として発表した施設 
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※ イベント主催者及びイベントを開催する施設の管理者は、入場時等に検温を実施し、発熱等の症状

がある者はイベントの参加を控えてもらうようにし、その際の払い戻し措置等を規定しておくこと。

資料６ 
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別表 　感染防止対策

区分Ⅰ

発熱者等の施設へ入場防止・注意喚起の掲示

　・従業員の検温・体調確認を行い発熱者や体調不良の従業員の出勤を停止
　・来訪者の検温・体調確認を行い発熱者や体調不良の来訪者の入場を制限
３つの「密」（密閉・密集・密接）の防止・注意喚起の掲示

　・店舗利用者の入場制限、行列を作らないための工夫や列間隔の確保（約2ｍ間隔の確保）
　・換気を行う（可能であれば、2つの方向の窓を同時に開ける）
　・密集する会議の中止（対面による会議を避け、電話会議やビデオ会議を利用）
飛沫防止、接触感染の防止・注意喚起の掲示

・従業員のマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行、目の防護具の装着
・来訪者の入店時におけるマスクの着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行
・店舗、事務所内の定期的な消毒

移動時における感染の防止

・ラッシュ対策（時差出勤、自家用車・自動車・徒歩等による出勤の推進）
・従業員数の出勤数の制限(テレワーク等による在宅勤務の実施等)
・出張の中止（電話会議やビデオ会議などを活用）、来訪者数の制限

「人との接触を8割減らす、10のポイント」の実施 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

「新しい生活様式」の実践例の実施 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

従業員の衛生対策・３密対策、休憩や食事の分散 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

対面する場でのパーティション・ビニールカーテン等の設置・対面機会の回避 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

滞在時間の制限 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

少人数での滞在時間の制限 ● ● ●

ロッカー、シャワー等屋内共用施設の使用制限 ● ● ●

四方空けた席配置 ● ● ● ● ● ● ● ●

座席等間隔の確保（１ｍ、できれば２ｍの間隔確保） ● ● ● ● ● ●

真正面を避けた座席配置 ● ●

座敷席等における多人数での使用自粛 ● ● ● ●

座席間でのパーティションの設置 ● ● ● ● ●

大皿での取り分けによる食料提供の自粛 ● ● ● ●

レジ等での間隔の確保 ● ● ●

展示配置の工夫 ● ●

接触スポーツの制限 ● ●

密の注意喚起の掲示 ● ●

個室などの部屋の使用(定員人数の半分の利用） ● ● ● ● ●

集会の用に供する部分での宴会等は、１００人以下、かつ収容定員の半分以下の人数にする ●

他者と共有する物品やドアノブなど手が触れる場所（テーブル、ドアノブ等）の消毒 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

入場時手指衛生（消毒設備の設置） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

客入れ替えのタイミングでの消毒 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

トイレ内の対応（ハンドドライヤー・共通タオルの禁止、蓋を閉めて流すよう表示） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

休憩スペースでの対応（人数の制限、対面食事・会話の自粛、定期的消毒等） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

入場時体調チェック（入場時間が長い場合） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

店内音楽（BGM、遊技機）を必要最小限にし、大声での会話の必要がない遊技環境の保持 ● ●

「比較的少人数」での開催に限る ● ●

大声での発生、歌唱や声援、接近した距離での会話等の禁止 ● ●

ホ
テ
ル
・
旅
館

● ● ● ● ●

その他

備考

具体的な対策・工夫の内容

出典

対策
区分

国
対
処

方
針

国
事
務

連
絡

専
門
家

提
言

緩和施設で講じるべき感染防止対策

密接

衛生

博
物
館
等

集会・展示施設 商業施設
大
学
・
学
習
塾
等

集
会
場
等

展
示
場

共通

● ● ● ● ● ●●

物
品
販
売

劇
場
等

● ●●

● ● ● ● ● ●●

●

●●● ● ●● ●

● ●

● ● ●

●● ●● ●

●● ●● ●● ●

●● ●● ●● ● ●

●

● ●

催
物
開
催

(

イ

ベ
ン

ト

等

)

社
会
福
祉
施
設
等

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

●

● ● ●

区分Ⅲ 県民の生活や社会活動の維持に必要な施設

住
宅
・
宿
泊
施
設

交
通
機
関
等

工
場
等

金

融

機

関

・

官

公

庁

等

そ
の
他

医
療
施
設

生

活

必

需

物

資

販

売

施

設

食
事
提
供
施
設

社会生活を維持する上で必要な施設
ホ
テ
ル
・
旅
館

遊
技
施
設

運
動
施
設

遊
興
施
設
等

● ● ●●

● ● ●

● ● ●

文
教
施
設

●

●

●

●

区分Ⅱ

施　　　設　　　区　　　分

密集

●

●

●

● ● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

サ
ー
ビ
ス
業
等

1000㎡以下 1000㎡超

資料７ 
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令和2年7月10日更新

業　種 団　体　名 担当省庁名 ガイドライン掲載URL

1 公益社団法人 全国公立文化施設協会 文部科学省https://www.zenkoubun.jp/covid_19/index.html

2 全国興行生活衛生同業組合連合会（映画館） 厚生労働省https://www.zenkoren.or.jp/news-pdf/0514_COVID-19_guideline.pdf

3 全国興行生活衛生同業組合連合会（演芸場） 厚生労働省https://www.zenkoren.or.jp/news-pdf/0529_COVID-19_guideline.pdf

http://www.acpc.or.jp/pdf/COVID-19/20200527_01.pdf

http://www.jame.or.jp/wordpress/wp-content/uploads/2020/05/covid-

19_guideline20200525.pdf

5 クラシック音楽公演運営推進協議会 文部科学省https://www.classic.or.jp/2020/06/blog-post.html

6 緊急事態舞台芸術ネットワーク 文部科学省http://jpasn.net/stage_guideline0630a.pdf

7 公益社団法人 全国公民館連合会 文部科学省https://www.kominkan.or.jp/file/all/2020/20200514_02guide.pdf

8 一般社団法人日本コンベンション協会（MICE） 国土交通省https://jp-cma.org/news/5146/

9 公益社団法人 日本青年会議所 経済産業省http://www.jaycee.or.jp/

10 ③展示場 一般社団法人 日本展示会協会 経済産業省https://www.nittenkyo.ne.jp/　

公益財団法人 日本スポーツ協会 https://www.japan-sports.or.jp/news/tabid92.html?itemid=4158

公益財団法人 日本障がい者スポーツ協会 https://www.jsad.or.jp/news/detail/20200515_002154.html

12 公益社団法人 日本プロサッカーリーグ 文部科学省https://www.jleague.jp/news/article/17301/

13 一般社団法人 日本女子サッカーリーグ 文部科学省http://www.nadeshikoleague.jp/news/upload_file/covid-19_guideline.pdf

一般社団法人 日本ゴルフ場経営者協会 http://www.golf-ngk.or.jp/news/2020/corona/golfcoronaguideline.pdf

公益社団法人 日本パブリックゴルフ協会
http://www.pgs.or.jp/data/CT_20200514105508_efe4fec0-db18-4ba8-a81f-

915f6cc880e5.pdf

15 公益社団法人 全日本ゴルフ練習場連盟 経済産業省
https://www.jgra.or.jp/wp1902/wp-content/uploads/2020/05/JGRA2020年5月14日

ガイドライン改訂版-第三版-1.pdf

16 公益社団法人 日本テニス事業協会 経済産業省https://www.jtia-tennis.com/2020_05_14_tennis_guideline.pdf

17 一般社団法人 日本アミューズメント産業協会 経済産業省

https://jaia.jp/%e3%81%8a%e7%9f%a5%e3%82%89%e3%81%9b/%e3%82%b2%e3%

83%bc%e3%83%a0%e3%82%bb%e3%83%b3%e3%82%bf%e3%83%bc%e3%81%ab%e

3%81%8a%e3%81%91%e3%82%8b%e6%96%b0%e5%9e%8b%e3%82%b3%e3%83%ad

%e3%83%8a%e3%82%a6%e3%82%a4%e3%83%ab%e3%82%b9%e6%84%9f%e6%9f%

93/

18 一般社団法人 全日本指定射撃場協会 警察庁 http://shajoukyo.ciao.jp/

19 全国麻雀業組合総連合会 警察庁 https://www.zenjanren.com/

20 パチンコ・パチスロ産業21世紀会 警察庁 http://www.zennichiyuren.or.jp/

公益財団法人 日本ゴルフ協会 http://www.jga.or.jp/jga/jsp/championship/news_detail_17425.html

公益社団法人 日本プロゴルフ協会 http://www.pga.or.jp/2020/05/post_2391.html#more

一般社団法人 日本女子プロゴルフ協会 https://www.lpga.or.jp/news/info/40755

一般社団法人 日本ゴルフツアー機構
https://www.jgto.org/pc/JgtoInformationDetail.do?administerNo=581&public

Day=20200520

一般社団法人 日本ゴルフトーナメント振興協会 http://www.golf-gtpa.or.jp/covid19_guideline

22 公益社団法人 日本ボウリング場協会 経済産業省https://bowling.or.jp/

23 公益社団法人日本プロボウリング協会 文部科学省
https://www.jpba1.jp/assets/pdf/Tournament/2020/AntivirusGuidelineForT

ournament.pdf

一般社団法人 日本レジャーダイビング協会 https://diving.or.jp/

スクーバダイビング事業協同組合 http://www.sd-kumiai.org/

https://npb.jp/npb/20200617_coronavirus_guideline.pdf

https://npb.jp/npb/20200707_guideline_for_2020season_games.pdf

一般財団法人　日本ボクシングコミッション

日本プロボクシング協会

東日本遊園地協会 https://www.e-yuenchi.com/pdf/amusement_park_guideline.pdf

西日本遊園地協会  等
https://www.nagashima-onsen.co.jp/spaland/wp-

content/uploads/sites/7/2020/05/COVID-19_guideline.pdf

21 文部科学省

24 経済産業省

27 経済産業省

文部科学省https://www.jbc.or.jp/26

業種別ガイドラインについて

①劇場、観覧場、
　映画館、演芸場

11 文部科学省

14 経済産業省

4

一般社団法人コンサートプロモーターズ協会

一般社団法人日本音楽事業者協会

一般社団法人日本音楽制作者連盟

経済産業省

文部科学省

②集会場、公会堂

④体育館、水泳場、
　ボーリング場、

　運動施設、遊技場

25 一般社団法人 日本野球機構 文部科学省

2

令和2年7月10日更新
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28 一般社団法人日本スイミングクラブ協会 経済産業省http://www.sc-net.or.jp/pdf/COVID19_Guidelines.pdf

29 一般社団法人日本フィットネス産業協会 経済産業省https://www.fia.or.jp/public/19525/

30 公益財団法人日本博物館協会 文部科学省https://www.j-muse.or.jp/02program/pdf/jam_covid_guideline_20200525.pdf

31 公益社団法人日本図書館協会 文部科学省http://www.jla.or.jp/home/news_list/tabid/83/Default.aspx?itemid=5320

32 公益社団法人全国学校図書館協議会 文部科学省https://www.j-sla.or.jp/pdfs/sla-guideline20200619.pdf

33 地方競馬全国協会 農林水産省https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu

http://lhc.tokyo/

http://j-livehouse.org/guideline/

https://www.japan-mva.com/

35 全国社交飲食業生活衛生同業組合連合会 厚生労働省https://zensyaren.net/

一般社団法人日本カラオケボックス協会連合会 http://www.jkba.or.jp/uploads/news/a2e082c81b7de927a865d1d5048c8ba7.pdf

一般社団法人カラオケ使用者連盟 https://www.kua.or.jp/pdf/guideline.pdf

一般社団法人全国カラオケ事業者協会 http://www.karaoke.or.jp/img/guideline.pdf

http://www.zenrin.or.jp/

https://www.keirin-autorace.or.jp/NEWS/20200529.html

http://keirin-jpcu.org/news.php?@DB_ID@=992

一般社団法人ナイトクラブエンターテイメント協会 http://nce.or.jp/

西日本クラブ協会 https://wca-official.com/

ミュージックバー協会

39 ボートレースコロナ対策決定本部 国土交通省https://www.motorboatracing-association.jp/

40 公益社団法人全国学習塾協会 経済産業省https://jja.or.jp/wp-content/uploads/2020/05/guidelinever.3.pdf

41 特定非営利活動法人全国検定振興機構 文部科学省https://www.zenken.or.jp/newsletter/1549.html

42 一般社団法人全国外国語教育振興協会 経済産業省https://zengaikyo.jp/zgkinfo/inf-2211/

43 一般社団法人全日本ピアノ指導者協会 経済産業省http://www.piano.or.jp/info/news/2020/05/31_26095.html

44 全日本指定自動車教習所協会連合会 警察庁 http://www.zensiren.or.jp

45 全国届出自動車教習所協会 警察庁 http://www.zenjikyo.com

一般社団法人日本総合健診医学会 https://jhep.jp/jhep/sisetu/covid_19.jsp#coronavirus6

公益社団法人日本人間ドック学会 https://www.ningen-dock.jp/covid19_dock

公益財団法人結核予防会 https://www.jatahq.org/

公益社団法人全国労働衛生団体連合会 http://www.zeneiren.or.jp/

公益財団法人日本対がん協会 https://www.jcancer.jp/about_cancer_and_checkup

公益社団法人全日本病院協会 https://www.ajha.or.jp/hms/medicalcheckup/

一般社団法人日本病院会 https://www.hospital.or.jp/docu/index.html

公益財団法人予防医学事業中央会 http://www.yobouigaku-chuo.or.jp/

47 一般社団法人建設電気技術協会 国土交通省http://kendenkyo.or.jp/pdf/kendenkyo_guidelines.pdf

48 一般社団法人全国ＬＰガス協会 経済産業省https://www.japanlpg.or.jp/info/data/20200514.pdf

49 全国石油商業組合連合会 経済産業省http://www.zensekiren.or.jp/20200414

50 公益社団法人日本下水道管路管理業協会 国土交通省https://jascoma.com/index.html

51 一般社団法人日本下水道施設管理業協会 国土交通省https://www.gesui-kanrikyo.or.jp/contents/01-01news.html

⑤博物館、美術館、
図書館

④体育館、水泳場、
ボーリング場、

運動施設、遊技場

⑧医療サービス 厚生労働省

一般社団法人ライブハウスコミッション

NPO法人日本ライブハウス協会

飲食を主体とするライブスペース運営協議会

日本音楽会場協会

⑨インフラ運営等

警察庁

公益社団法人全国競輪施行者協議会

全国小型自動車競走施行者協議会

公益財団法人ＪＫＡ

一般財団法人東日本小型自動車競走会

一般財団法人西日本小型自動車競走会

一般社団法人日本競輪選手会

一般社団法人全日本オートレース選手会

一般社団法人全国場外車券売場設置者協議会

経済産業省

経済産業省

文部科学省

46

36

34

⑥遊興施設

⑦自動車教習所、
学習塾等

厚生労働省

37

38

3
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52 東日本高速道路株式会社 国土交通省https://www.e-nexco.co.jp/

53 中日本高速道路株式会社 国土交通省https://www.c-nexco.co.jp/topics/1121.html

54 西日本高速道路株式会社 国土交通省https://www.w-nexco.co.jp/

55 首都高速道路株式会社 国土交通省https://www.shutoko.jp/inquiry/prevention/

56 阪神高速道路株式会社 国土交通省https://www.hanshin-exp.co.jp/company/

57 本州四国連絡高速道路株式会社 国土交通省https://www.jb-honshi.co.jp/

58 一般社団法人 全国建設業協会 国土交通省http://www.zenken-net.or.jp/

59 一般社団法人 日本建設業連合会 国土交通省https://www.nikkenren.com/

60 一般社団法人 マンション計画修繕施工協会 国土交通省http://www.mks-as.net/

61 一般社団法人 住宅生産団体連合会 国土交通省
https://www.judanren.or.jp/activity/demand-

proposal/pdf/covid_guideline_20200521.pdf

一般社団法人　日本埋立浚渫協会 https://www.umeshunkyo.or.jp/

一般社団法人　日本海上起重技術協会 http://www.kaigikyo.jp/

一般社団法人　日本潜水協会 http://www.sensui.or.jp/

日本港湾空港建設協会連合会 http://www.nikkoren.com/

全国浚渫業協会 https://www.zen-shun.com/

63 一般社団法人　電気通信事業者協会 総務省 https://www.tca.or.jp/

64 一般財団法人 食品産業センター 農林水産省https://www.shokusan.or.jp/news/3694/

65 公益社団法人 中央畜産会 農林水産省http://jlia.lin.gr.jp/archives/3079

66 公益社団法人 大日本農会 農林水産省http://www.dainihon-noukai.jp/news01/2270/

67 一般社団法人 日本林業協会 農林水産省https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu

全国漁業協同組合連合会 https://www.zengyoren.or.jp/information/detail.php?type=press&id=152

一般社団法人 大日本水産会
https://suisankai.or.jp/news/%e3%80%8c%e6%bc%81%e6%a5%ad%e8%80%85%e3

%81%ab%e6%96%b0%e5%9e%8b%e3%82%b3%e3%83%ad%e3%83%8a%e3%82%a6

%e3%82%a4%e3%83%ab%e3%82%b9%e6%84%9f%e6%9f%93%e8%80%85%e3%81%

8c%e7%99%ba%e7%94%9f%e3%81%97%e3%81%9f/

http://www.seika-oroshi.or.jp/

http://www.zenseioroshiren.or.jp/

https://mmb.jmma.or.jp/common/news/200514_新型コロナ　対応ガイドライン_（卸

売市場）.pdf

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu

70 一般社団法人 日本加工食品卸協会 農林水産省https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu

71 一般社団法人 日本外食品流通協会 農林水産省http://www.gaishokukyo.or.jp/

72 全国氷雪販売業生活衛生同業組合連合会 厚生労働省https://www.icenet.or.jp/

73 全国食肉生活衛生同業組合連合会 厚生労働省http://www.zenniku-seiren.or.jp/

74 全国食鳥肉生活衛生同業組合連合会 厚生労働省https://www.zenchoren.jp/

国土交通省

農林水産省

⑨インフラ運営等

⑩飲食料品供給

農林水産省

62

全国中央卸売市場協会

全国公設地方卸売市場協議会

全国第3セクター市場連絡協議会

一般社団法人 全国中央市場青果卸売協会

一般社団法人 全国青果卸売市場協会

全国青果卸売協同組合連合会

公益社団法人 日本食肉市場卸売協会

東京食肉市場卸商協同組合

一般社団法人 日本花き卸売市場協会

一般社団法人 全国花卸協会

一般社団法人 全国水産卸協会

全国魚卸売市場連合会

全国水産物卸組合連合会

68

69
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75 全国給食事業協同組合連合会 農林水産省https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu

76 一般社団法人日本給食品連合会 農林水産省https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu

77 酒類業中央団体連絡協議会 財務省 http://ajlma.or.jp/policy/guideline529.pdf

78
一般社団法人全国生活衛生同業組合中央会

一般社団法人日本フードサービス協会

農林水産省

厚生労働省
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu

http://cocktail.or.jp/pdf/covid19_guideline.pdf

http://www.bartender.or.jp/

https://8d68bba1-e89f-47d0-af10-

c5deec5f4e39.filesusr.com/ugd/75d272_c85f9caf48f944d3b0fec40622ca1814.pdf

https://www.jships.or.jp/

https://www.edoyakatabune.com/

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/ncv_guideline.html#gl_gyoushubetsu

http://www.ajs.gr.jp/?mode=whatsnew&page=index&year=2020#526

http://www.super.or.jp/?p=11151

https://japan-retail.or.jp/

http://www.jsa-net.gr.jp/

https://www.diy.or.jp/news-all/top-news/409-2020-05-14.html

https://www.jfa-fc.or.jp/particle/3017.html

https://www.vca.or.jp/topics/2020/05/post-9.html

82 大手家電流通協会 経済産業省https://www.joshin.co.jp/info/0513guideline.pdf

83 日本書店商業組合連合会 経済産業省http://www.n-shoten.jp/images/coronavirusguide.pdf

84 日本コンパクトディスク・ビデオレンタル商業組合 経済産業省http://www.cdvnet.jp/modules/information/index.php/page96.html

85 全国商店街振興組合連合会 経済産業省http://www.syoutengai.or.jp/news/topics.cgi

86 一般社団法人日本補聴器販売協会 厚生労働省7月公表予定

http://www.ryokan.or.jp/top/news/detail/298

https://www.jcha.or.jp/news/203

88 一般社団法人日本ホテル協会 国土交通省https://www.j-hotel.or.jp/association/pressroom/association/66801

89 一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構 農林水産省7月公表予定

90 一般社団法人日本ファームステイ協会 農林水産省7月公表予定

91
一般社団法人日本エステティック振興協議会

特定非営利活動法人日本エステティック機構等
経済産業省http://esthe-npo.lekumo.biz/blog/2020/05/ver30-88c4.html

92 全国質屋組合連合会 警察庁 http://www.zenshichi.gr.jp

93 NPO法人日本ネイリスト協会 経済産業省https://www.nail.or.jp/information/coronavirus/guideline/index.html

94 全国理容生活衛生同業組合連合会 厚生労働省http://www.riyo.or.jp/wp-content/uploads/2020/05/ilovepdf_merged.pdf

95 全日本美容業生活衛生同業組合連合会 厚生労働省http://www.biyo.or.jp/news/guildline.html

96 全国クリーニング生活衛生同業組合連合会 厚生労働省https://www.zenkuren.or.jp/news/4831

97 全国公衆浴場業生活衛生同業組合連合会 厚生労働省http://www.1010.or.jp/zenyoku/img/zenyoku_guideline.pdf

98 一般社団法人日本リラクゼーション業協会 経済産業省http://www.relaxation-net.jp/information/news/7573

99 一般社団法人日本ダストコントロール協会 厚生労働省http://www.dust-control.or.jp/data/file/info/200629.pdf

経済産業省

農林水産省

80

⑪食堂、レストラン
喫茶店等

一般財団法人カクテル文化振興会

一般社団法人日本バーテンダー協会

一般社団法人日本ホテルバーメンズ協会

79 厚生労働省

厚生労働省

国土交通省

一般社団法人日本旅客船協会

屋形船東京都協同組合

東京湾屋形船組合

江戸屋形船組合

81

オール日本スーパーマーケット協会

一般社団法人全国スーパーマーケット協会

日本小売業協会

一般社団法人日本ショッピングセンター協会

一般社団法人日本スーパーマーケット協会

一般社団法人日本専門店協会

日本チェーンストア協会

日本チェーンドラッグストア協会

一般社団法人日本DIY・ホームセンター協会

一般社団法人日本百貨店協会

一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会

一般社団法人日本ボランタリーチェーン協会

⑫生活必需物資供給

国土交通省

87

⑬生活必需サービス

全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会

一般社団法人日本旅館協会

一般社団法人全日本シティホテル連盟

⑩飲食料品供給

3
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一般財団法人 日本環境衛生センター https://www.jesc.or.jp/library/tabid/373/Default.aspx

公益財団法人 日本産業廃棄物処理振興センター https://www.jwnet.or.jp/info/chousa/index.html

公益社団法人　全国産業資源循環連合会 7月公表予定

公益社団法人 日本ブライダル文化振興協会 https://www.bia.or.jp/guidelines/

一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会 https://www.zengokyo.or.jp/news/1980/

102 日本バンケット事業協同組合 経済産業省https://www.j-banquet.com/index.php

103 一般社団法人 日本結婚相手紹介サービス協議会 経済産業省http://www.jmic.gr.jp/

全日本葬祭業協同組合連合会 https://www.zensoren.or.jp/

一般社団法人 全日本冠婚葬祭互助協会 https://www.zengokyo.or.jp/news/1988/

105 一般社団法人 日本民間放送連盟 総務省 https://www.j-ba.or.jp/category/broadcasting/jba103834

106 日本放送協会 総務省 https://www.nhk.or.jp/info/otherpress/pdf/2020/20200514.pdf

107 一般社団法人 衛星放送協会 総務省 https://www.eiseihoso.org/

108 一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟 総務省 https://www.catv-jcta.jp/topics/detail/1760

109 一般社団法人 日本コミュニティ放送協会 総務省 https://www.jcba.jp/community/index.html

110 一般社団法人 日本映画製作者連盟 経済産業省http://www.eiren.org/

111 一般社団法人 日本音声製作者連盟 経済産業省https://onseiren.com/wp/wp-content/uploads/Japa_Guideline-1.pdf

112 特定非営利活動法人 ジャパン・フィルムコミッション
文部科学省

経済産業省
https://www.japanfc.org/wp-content/uploads/2020/06/20200625_1.pdf

113 協同組合日本写真館協会 経済産業省https://www.shashinkan.com/

114 一般社団法人日本コールセンター協会 経済産業省https://ccaj.or.jp/

115 公益社団法人 日本訪問販売協会 経済産業省7月公表予定

116 一般社団法人 全国ペット協会 環境省 http://zpk.or.jp/news/archives/172

一般社団法人日本自動車販売協会連合会
http://www.jada.or.jp/wp-

content/uploads/0f9dc46083cd36256950c94098a0a555.pdf

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 https://www.jucda.or.jp/covid-19/guideline/

一般社団法人全国軽自動車協会連合会 https://www.zenkeijikyo.or.jp/info-5232

日本自動車輸入組合 http://www.jaia-jp.org/news/report2005272/

一般財団法人日本自動車査定協会 http://www.jaai.or.jp/jaaiimage/pdf/corona200708/corona-annai-200708.pdf

一般社団法人日本自動車購入協会

http://www.jpuc.or.jp/cp_news/200526_1700%e3%80%90%e3%82%bb%e3%

83%83%e3%83%88%e7%89%88%e3%80%91%e8%87%aa%e5%8b%95%e8%bb

%8a%e8%b2%a9%e5%a3%b2%e3%81%ab%e3%81%8a%e3%81%91%e3%82%

8b%e6%84%9f%e6%9f%93%e4%ba%88%e9%98%b2%e5%af%be%e7%ad%96/

一般社団法人日本オートオークション協議会 http://nak-hp.info/

全国オートバイ協同組合連合会 http://www.ajac.gr.jp/news.php?id=88

一般社団法人中古二輪自動車流通協会 https://umda.or.jp/post-3333/

一般社団法人日本二輪車オークション協会 http://jaba-au.or.jp/?p=1041

一般社団法人日本ＲＶ協会 https://www.jrva.com/jrvamembers/

118 一般社団法人 全国銀行協会 金融庁 https://www.zenginkyo.or.jp/news/2020/n051401/

119 日本証券業協会 金融庁 http://www.jsda.or.jp/shinchaku/coronavirus/files/20200514coronagl.pdf

120 一般社団法人　全国信用金庫協会 金融庁 https://www.shinkin.org/news/pdf/20200515guideline.pdf

121 一般社団法人　全国信用組合中央協会 金融庁 https://www.shinyokumiai.or.jp/pdf/news20200515.pdf

122 一般社団法人　全国労働金庫協会 金融庁 https://all.rokin.or.jp/important/file/koronaguideline.pdf

123 一般社団法人　生命保険協会 金融庁 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/disaster05/pdf/01.pdf

124 一般社団法人　損害保険協会 金融庁 https://www.sonpo.or.jp/news/covid-19/index.html

125 日本貸金業協会 金融庁 7月公表予定

⑭ごみ処理 環境省

経済産業省

100

104 経済産業省

⑮冠婚葬祭

⑰個人向けサービス

⑱金融

⑯メディア

101

117

経済産業省
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令和2年7月10日更新

業種 団体名 担当省庁名 ガイドライン掲載URL

業種別ガイドラインについて

126 一般社団法人日本クレジット協会 経済産業省https://www.j-credit.or.jp/

127 公益社団法人リース事業協会 経済産業省https://www.leasing.or.jp/docs/guide20200529.pdf

128 鉄道連絡会（一般社団法人日本民営鉄道協会・JR等） 国土交通省http://www.mintetsu.or.jp/association/news/2020/15261.html

129 公益社団法人日本バス協会 国土交通省http://www.bus.or.jp/news/covid-19guideline_v3.pdf

貸切バス旅行連絡会

（公益財団法人日本バス協会、 http://www.bus.or.jp/news/index.html

一般社団法人日本旅行業協会、 http://www.jata-net.or.jp/virus/

一般社団法人全国旅行業協会） http://www.anta.or.jp/covid-19/

131 一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会 国土交通省http://www.taxi-japan.or.jp/content/?p=article&c=3111&a=13

132 一般社団法人全国個人タクシー協会 国土交通省http://www.kojin-taxi.or.jp/

133 公益社団法人全日本トラック協会 国土交通省http://www.jta.or.jp/info/coronavirus_guideline.html

134 一般社団法人日本自動車リース協会連合会 経済産業省http://www.jala.or.jp/

135 日本内航海運組合総連合会 国土交通省http://www.naiko-kaiun.or.jp/

136 一般社団法人日本旅客船協会 国土交通省https://www.jships.or.jp/news_detail.php?id=7554

137 一般社団法人日本船主協会 国土交通省http://www.jsanet.or.jp/covid-19/index.html

138 一般社団法人日本外航客船協会 国土交通省http://www.jopa.or.jp/document/covid19-guidelines.pdf

139 日本船舶代理店協会 国土交通省https://www.sendaikyo.org/

140 外航船舶代理店業協会 国土交通省http://www.jafsa.jp/

定期航空協会 http://teikokyo.gr.jp/

一般社団法人全国空港ビル事業者協会 http://www.air-terminal.or.jp/

一般社団法人日本旅行業協会 https://www.jata-net.or.jp/virus/

一般社団法人全国旅行業協会 http://www.anta.or.jp/covid-19/

143 一般社団法人日本倉庫協会 国土交通省https://www.nissokyo.or.jp/index.php

144 一般社団法人日本冷蔵倉庫協会 国土交通省http://www.jarw.or.jp/

公益社団法人全国通運連盟 http://www.t-renmei.or.jp/

一般社団法人航空貨物運送協会 http://www.jafa.or.jp/

一般社団法人国際フレイトフォワーダーズ協会 https://www.jiffa.or.jp/

日本内航運送取扱業海運組合

146 全国トラックターミナル協会 国土交通省http://www.zentakyo.jp/

147 日本郵便株式会社 総務省 https://www.post.japanpost.jp/

148 一般社団法人日本港運協会 国土交通省http://jhta.or.jp/docs/corona20200518.pdf

149 一般社団法人日本経済団体連合会 経済産業省https://www.keidanren.or.jp/policy/2020/040.html

150 一般社団法人日本造船工業会 国土交通省https://www.sajn.or.jp/

151 一般社団法人日本中小型造船工業会 国土交通省http://www.cajs.or.jp/01detail.html?id=1451

152 一般社団法人情報サービス産業協会 経済産業省https://www.jisa.or.jp/

153 一般社団法人日本経済団体連合会 経済産業省https://www.keidanren.or.jp/policy/2020/040.html

154 一般社団法人日本ビルヂング協会連合会 国土交通省http://www.jboma.or.jp/

155 一般社団法人全国警備業協会 警察庁 http://www.ajssa.or.jp/

156 公益社団法人全国ビルメンテナンス協会 厚生労働省https://www.j-bma.or.jp/covid-19-guideline

157 ㉓行政サービス 日本公証人連合会 法務省 http://www.koshonin.gr.jp/news/nikkoren/20200514.html

※上記のほか、学校、医療機関、社会福祉施設、社会体育施設、研究施設、建設業等については所管省庁においてガイドライン等を作成・公表。

141 国土交通省

145 国土交通省

⑳製造業全般

㉒企業活動、治安維持

㉑オフィス事務全般

142 国土交通省

⑲物流、運送

⑲物流、運送

130 国土交通省

3
8



39

資料９



【各業種共通】の取組に加え、下記の事項について特に徹底してください。

①大声の発生や飲食時等の飛沫防止 ②客同士の社会的距離の確保
③30分ごとの換気（音漏れ対策を実施）

○ 適切な入場制限又は配席の工夫（対人距離の確保）

○ 客席の間やDJブースとダンスホールの間等にパーティションを設置する

○ ダンサーステージ等と客席との間隔の確保

○ カウンターサービス時の客と従業員との距離の確保

○ 使用できるロッカーを制限

○ 身体的接触（握手、ハイタッチ等）を避ける

○ 大声での会話を抑制するためBGMの音量を控える

○ 店や店が入る建物出入り口付近でたむろしないよう注意喚起

○ 店舗スタッフの健康管理、利用者の体調確認（事前の検温等の実施）

○ ダンス等をするスペースにおいてもマスクの着用を徹底

○ 利用者に過度な飲酒とならないよう注意喚起

○ 食品やドリンク類の取り違えを防止するための適度な照度の確保

○ 客が入れ替わる都度、テーブル、カウンター等の消毒

○ グラス等の回し飲み、食器の共有は避けるよう注意喚起し、大皿等での提供は避ける

○ 客の飛沫がかかるおそれのあるカウンター上部への食器類の陳列を避ける

感染防止対策リスト 【 特定遊興飲食店（ナイトクラブ）編 】

１．社会的距離の確保対策（2メートル以上・最低1メートル）

２．従業員及び来客等の保健衛生対策の徹底

３．共用物の衛生管理・換気の徹底

４．キャッシュレス・チケットレスの推進又は支払時のコイントレイの使用

５．感染の発生に備えた情報収集（入店時に氏名、連絡先を確認）

６．感染が発生した際の利用者への情報提供

あわせて遵守いただきたい業種ごとの「感染拡大予防ガイドライン」

業種ごとの感染拡大予防ガイドライン（内閣官房 新型コロナウイルス感染症対策WEBページ）

https://corona.go.jp/

特定遊興飲食店（ナイトクラブ）における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン
https://wca-official.com/news/covid19_guidelines_2020/
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【各業種共通】の取組に加え、下記の事項について特に徹底してください。

①歌唱時の飛沫防止 ②マイク・リモコン・タッチパネル等の消毒
③各部屋の 30分ごとの換気

○ 入店時の列や各客室内での座席配置に配慮するよう工夫

○ 入室人数の制限（定員の半分程度、家族限定の利用等）

○ ステージと座席との間にビニールカーテン等仕切りの設置

○ 個人別マイクとした上での飛沫防止のための防音マイクカバー等の装着

○ 歌唱時・飲食時に横並びに座る等により正対を回避するよう周知

○ 飲料等の提供は、紙コップ等を利用し、食器等を通じた感染の回避に努める

○ マイク、リモコン、タブレット端末、カラオケ機器等の高頻度接触部位の消毒

○ 共用スペースでの飲食や大声を出すなどの行為を行わないよう注意喚起

○ グラス等の回し飲み､食器の共有は避けるよう注意喚起し､大皿等での提供は避け

る

○ 換気について利用者へ協力依頼（扇風機等の活用により扉から換気）

感染防止対策リスト【カラオケボックス等の歌唱を伴う飲食業編】

１．社会的距離の確保対策（2 メートル以上・最低 1 メートル）

２．従業員及び来客等の保健衛生対策の徹底

３．共用物の衛生管理・換気の徹底

４．キャッシュレス・チケットレスの推進又は支払時のコイントレイの使用

５．感染の発生に備えた情報収集（入店時に氏名、連絡先を確認）

６．感染が発生した際の利用者への情報提供

あわせて遵守いただきたい業種ごとの「感染拡大予防ガイドライン」

業種ごとの感染拡大予防ガイドライン（内閣官房 新型コロナウイルス感染症対策 WEB ページ）

https://corona.go.jp/

カラオケボックス等の歌唱を伴う飲食の場における新型コロナウイルス感染拡大予防

ガイドライン

http://www.jkba.or.jp/uploads/news/a2e082c81b7de927a865d1d5048c8ba7.pdf

７．所轄の保健所との連絡体制の整備と必要な情報提供
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